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はじめに
　本研究は、1971年の「『国民教育制度』計画」（National 
Education System: Plan for 1971-1976. NESP） の 背 景 解 明
の一端として、1960年代後半のネパール王国（Kingdom of 
Nepal. ネパール）＊１における国民教育制度整備上の課題につい
て、二つのユネスコ（United Nations Educational, Scientific 
and Cultural Organization）教育調査団報告書（草稿）（Wood 
& Knall（1962）, UNESCO ROEA（1966））、二つの経済開発計画
を対象にして、教育を通じた国民形成や教育の普遍化に留意し
つつ追究することを目的とする。
　南アジアに位置する小国ネパールは、その文化的、政治的、
経済的特徴から、諸学問領域において注目を集めてきた。他方
で、ネパールは、多文化、多民族、多言語といった開発途上国
の教育開発に係る諸要素を典型的に内包し＊２、多様な「教育
問題」と直面し続けている。それ故に、特に近年では、教育学
の領域でも同国への関心が高まりつつある。
　これらの関心は、主にネパールの教育問題へ接近する、ある
いは、その解決への方途を探る成果として結実している。他方
で、その端緒においても過程においても特異である同国の教育
開発の軌跡を追究する試みも、相対的に少数ではあるが、蓄積
されつつある。言うまでもなく、こうした成果や試みは相補関
係にある。すなわち、歴史的事実を丹念に踏まえなければ現在
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の事象を適切に追究するに能わず、他方で、現在や未来を展望
せぬ過去の探索に意味は乏しい。では、過去・現在・未来のネ
パールの教育開発に通底する鍵概念なり重要事績なりとして何
を想定するか。
　それは、国民教育制度の創設と整備である＊３。すなわち、
後述するように、少なくとも王国時代のネパールにおいて、よ
り具体的には王政復古（1951）から2000年前後の同国において、
国民教育制度の創設と整備は、教育開発はもちろん、国家開発
上の主要課題であり続けた。換言するなら、王政復古以後のネ
パールにおける国家および教育開発の足跡は、国民教育制度の
創設と整備の過程を対象とすることで究明し得るし、これらは、
ネパール教育研究上の鍵概念および重要事績となる。それは、
フォーマル教育の制度を国民教育制度と捉えてその創設整備の
軌跡を明らかにする試みは言うまでもなく、ノンフォーマル教
育の概念なり実践なりを研究対象とする場合でも、ノンフォー
マル教育も含めて広義の国民教育制度と認識するのか、狭義の
国民教育制度をフォーマル教育の制度と見なしノンフォーマル
教育をその対照概念や実践ないし補完概念や実践と捉えるのか
等を例示すれば明白である。すなわち、国民教育制度の創設と
整備とは、本来的には、ネパールの、そしておそらくほぼすべ
ての国民国家における教育開発の追究を覆う視点である。
　本研究は、このうち、もっとも平明な課題意識、つまり、ネ
パールにおける国民教育制度の創設と整備の軌跡追究を出発点
とする。それは、第一に、研究上の空隙を埋めるという端的か
つ重要な意義故である。すなわち、上記の通り、漸増するネパー
ル教育研究の成果において、視野をネパールの教育開発一般に
広げても、通史的概観的記述は散見されるものの、特定の教育
段階・領域や、特定の期間に焦点を当てた史的成果は多くない。
否、過当な表現を恐れなければ質量ともに充分ではない（中村, 
2013, p.77）。しかし、これも上で述べたように、現在のネパー
ルの教育問題に対する理解を深めその解決を図るためには、そ
もそも本来は同国における国民教育制度の創設と整備の過程を
踏まえる必要がある。
　こうした認識に基づき、これまで、ラナ時代と、1950-1960
年代におけるネパール国民教育制度史の一端を解明してきた
（【文献一覧】参照）。それは、ラナ時代は王政復古後の教育開
発の礎が築かれた、1950年代は国民教育制度の創設が構想され
た、1960年代は「ネパール的」な国民教育制度が模索されたと
いう意味で、各々ネパール教育史上重要な時代であったからで
ある。したがって、まずこれらの時代を対象として国民教育制
度の創設と整備について追究する試みには研究上の意義があっ
た。そして、その成果は一定の蓄積を果たしたと考えている。
他方で、1970年代は、NESPなどにより、王政復古以後整備さ
れつつあった国民教育制度の刷新が計画された、ネパール教育
（制度）史における最重要時期である。すなわち、成果の蓄積
という研究上の条件整備においても、講学上の重要性において
も、1970年代の国民教育制度史の解明が現在求められている。
　ただし、それでもなおNESPなど1970年代の教育計画を読み
解きその実政策への反映を追究する以前になすべき研究上の課
題がある。それはNESPの背景を解明すること、より具体的に
は、1960年代後半のネパールにおける国民教育制度の整備上の
課題を明らかにすることである。なぜなら、NESPは、それま
で整備されてきた国民教育制度全体の一新を図る統合計画であ
り、当該制度を広く覆う開発上の課題をその出発点としていた
と想像し得るからである。すなわち、特定の教育段階・領域に
おける課題解決のみを企図するのであれば、あえて総合計画を
策定する必要はない。
　以上の課題意識から、本研究は冒頭の目的を設定した。この
目的を達成するに当たり、当時のネパールには、多様な教育段
階・領域の開発に言及するいくつかの（準）公式文書が存在す
る。それは、第一に二つの経済開発計画（三か年計画（1962-
1965）および第三次五か年経済開発計画（1965-1970））であり、
第二にユネスコからネパールに二度にわたり派遣された教育調
査団の報告書（草稿を含む。以下、基本的に「草稿」は省略す
る）である。前者は言うまでもなく総合的な国家開発計画であ
り、後者はネパールの教育開発の状況を全面的に調査し改善を
提言した文書である。すなわち、これらは、NESPが策定され
る直前の国民教育制度の整備状況とその課題へ接近するもっと
も基本的な資料群といえる。
　先行研究について、上記の通り、ネパールにおける教育開発
の過程を探究する試みそのものが多くない。1970年代以前に対
してはその傾向がより顕著であり、ネパール教育開発上の最重
要計画の一つと目されるNESPですら、比較的近年でも計画そ
のものへ多く言及されていない（Bhatta, 2009, ｐ.9）。まして、
NESPの背景を直接探査する試みはより少なくなる。また、こ
れまで、1960年代の教育開発の課題にも言及してきたけれども、
その主眼は各教育段階・領域にとどまっていた。NESPが総合
的な教育計画の文書である以上、総合的に国民教育制度整備上
の課題を捉える視点が必要である。
　資料を読み解く際の補助的な視点としては、国民教育制度を
めぐる諸要素のうち、教育を通じた国民形成や教育の普遍化に
留意しておく（＊３参照）。それは、上で述べたように国民教
育制度の創設と整備は、教育開発はもちろん、国家開発上の主
要課題であったからである。すなわち、王政復古後の教育計画
策定の組織群は、強度と範囲の振幅はあれども、すべての人民
を教育の対象とした上で、教育を通じて彼らを国民として形成
し国家開発へ寄与することをそれぞれの計画の主目的と設定し
ていた（本文Ⅰ参照）。したがって、ユネスコ調査団報告書な
どにおける教育による国民形成ならびに教育の普遍化への言及
は、当該文書の位置づけや方向を示す指標となるであろう。
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　以下では、まず、1960年代半ばまでのネパールにおける国民
教育制度の創設および整備状況を確認する。次に、ユネスコ教
育調査団の報告書と経済開発計画の教育領域計画における教育
の現状認識や改善提言ないし方策について、教育を通じた国民
形成や教育の普遍化に留意しつつたどっていく。次にこれら現
状認識等をあらためて教育を通じた国民形成などから読み解く
ことで、この時期の国民教育制度整備上の課題について明らか
にする。以上をもって本研究の目的を達成し、最後に今後の課
題を述べる。
Ⅰ　1960年代以前の国民教育制度の整備状況
　１　ラナ時代における学校教育の始動
　ネパールは、18世紀末までにシャハ（Shah）王朝の祖によっ
てほぼ統一されたが、ほどなく王権は衰えた。19世紀半ばに至
り、台頭した宰相ラナ（Rana）家が国政の実権を掌握し、国
王を戴きつつ同家が国を統治する間接的な専制政治体制を敷く。
ネパールにおける学校教育は、このラナ時代に始まった。
　ラナ時代の末期には、英学学校やサンスクリット・スクール
など主に三系統の学校を確認できる。ただし、ラナ為政者の多
くは、民衆への教育普及がラナ専制政治体制動揺の誘因になる
と考え、国内の学校設置を抑制した。そのため、ラナ体制が倒
れた1951年において、初等教育段階の就学率は0.9％にとどまっ
ていた（MoE, 1971, p.3）。
　２　「王政復古」とNNEPCの国民教育制度創設計画
　ラナ体制の崩壊と王政復古は、英学学校の急速かつ不斉な
増加を招いた。こうした状況を調査し新たな国民教育制度
を策定すべく任命された特別委員会NNEPC（Nepal National 
Education Planning Commission） は、1950年 代 の 教 育 開 発
を牽引しつつ、後世の教育計画に大きな影響を与えた報告書
“Education in Nepal”を作成した。
　本報告書の主な特徴は、①複線型学校体系から単線型のそれ
への移行、②５年制国民学校の新設、③５年制多目的ハイスクー
ルの新設、④総合大学の創設と高等教育制度の整備、⑤成人識
字プログラムの実施、⑥初等学校教員の即時養成、⑦教具・教
材の開発および出版機関の設置、⑧地方コミュニティによる初
等中等学校の運営、⑨校舎などの教育環境の整備、⑩教育関連
法規の制定、⑪初等中等教育におけるネパール語の教授用語化
などである（中村, 2013, p.5）。
　こうしたNNEPCの構想は、教育５か年計画（1956-1961）に
ほぼ採納されつつも、直下に記す王室クーデターの影響などを
受けて必ずしも実現しなかった。しかし、ネパール王国史上初
めて、国民すべてを対象とし、国家全土を覆う統一的な教育制
度の構築が具体的に着手されたという意味において（＊３参
照）、NNEPC報告書は同国（教育）史において重要な位置を占
める。他方で、国民意識に乏しい民衆を「ネパール国民」とし
て育成すべき必要性を強調しつつも、おそらくその自由主義的
傾向から意図的に、教育を通じた国民形成、たとえば育成すべ
き国民像が具体に言及されていない点も＊４、本報告書の特徴
である。
　３　「王室クーデター」とARNECの国民教育制度改革計画
　王政復古後、不安定な政局の中で民主主義が模索される中、
1960年に国王が突如「王室クーデター」を起こし親政を開始す
る。そして翌年、新体制に沿う教育制度の構築整備計画を策定
すべくARNEC（All-Round National Education Committee）が
任命された。ARNECの報告書は、NNEPCのそれに比べれば
小文ではあるが、やはり多様な教育段階・領域に及ぶ現状把握
と改革案を含む。
　同報告書の主な特徴は、①複線型学校体系から単線型のそれ
への移行、②５年制初等学校の整備、③３年制前期中等学校の
新設、④３年間の後期中等学校の新設、⑤成人識字プログラム
を重視した社会教育の実施、⑥初等中等学校教員の即時養成、
⑦教具・教材の開発および出版機関の設置、⑧初等中等教育に
おけるネパール語の教授用語化、⑨高等教育施設在籍者による
地方サービス活動の導入、⑩サンスクリット教育の奨励などで
ある（中村, 2014, p.71）。
　これらの多くは、ARNECが、国王親政体制に沿う国民教育
制度構築に貢献すべく任命されたにもかかわらず、基本的に
NNEPC報告書の内容を踏襲している。他方で、③、④の中等
教育制度の構成や、⑩のサンスクリット教育の奨励等は、明
らかにNNEPCの国民教育制度構想とは異なり、マジョリティ
にとっての「ネパールの伝統」を色濃く反映した構想となっ
ている。さらに、ARNECは、その国民像を明示しなかった
NNEPCに対して、初等教育計画において教育が確立すべき国
民の最善の15習性（habits）を＊５、中等教育計画において教育
がはぐくむべき三種の人材を具体的に挙げている＊６。こうし
たARNEC報告書における「ネパール文化」の尊重や強調、具
体的な国民像の提示は、同国（教育）史において、特に教育を
通じた国民形成に関して重要な意味を持つ。
Ⅱ　 ユネスコ調査団報告書における国民教育制度整備
上の課題
　冒頭で述べた通り、1960年代のネパールに対しては、教育開
発について調査し提言するべくユネスコから二度の教育調査団
が派遣された。国内資料に乏しいこの時期のネパールの教育開
発について、両調査団の活動は重要な情報源となる。
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　１　 Wood & Knall（1962）の調査と提言－NNEPCを基準
とした評価と修正－
　1960年 代 に お け る 第 一 の 対 ネ パ ー ル 教 育 調 査 団 は、
1959/1960年にカラチで開催された「初等・義務教育に関す
るアジア地域ユネスコ加盟国代表者会議」（Regional Meeting 
of Representatives of Asian Member States on Primary and 
Compulsory Education）の決議を受けて派遣された。本調査
団の活動については、管見の限り報告書の草稿（draft）のみ
公開され（Wood & Knall（1962））、正規の報告書としてはまと
められていない。とはいえ、本草稿は、1960年代におけるネパー
ルの教育状況について、質量ともにもっとも充実した資料であ
る。
　さて、同会議の成果は、アジア地域における無償初等義務教
育普及のための長期計画「カラチ・プラン」として著名である。
他方で、同会議は、社会経済開発の文脈における教育計画策定
の重要性も決議しており、時のネパール政府はこの決議を主た
る根拠として教育調査団を招聘した。すなわち、本調査団は、
草 稿 名“Education Planning and Its economic implications”
の通り、初等・義務教育の重点的普及というよりも、経済的視
点からの総合的教育計画策定に資することを期待されたと考え
られる。それは、本草稿全六章のおよそ半数がネパールの経済
状況なり経済開発に充てられていることからも明らかである＊７。
　ただし、本草稿においては、著者の違いや内容の未調整に由
来すると考えられるが、教育状況および開発に関する章と、経
済状況および開発に関する章の具体情報なり提言なりが、必ず
しも連関していない。この連関の不足や調整の余地が、本調査
団が正規の報告書をまとめなかった主要因と推察される。本研
究の主題に即しては、経済を主内容とする章の講読は別の機会
に託し、草稿の「Ⅲ　教育開発とその評価」を、教育を通じた
国民形成や教育の普遍化に留意しつつたどっていく。
　「Ⅲ　教育開発とその評価」は、実に全12節から構成され 
る＊８。12節のうち、「1．歴史的背景」や「12．要約」など本
研究の主題に関わらない部分をのぞき、広義の国民教育制度の
整備状況とその課題に関わる記述を抽出していく。すなわち、
国民教育制度を＊３のように広く捉えて、「2．初等教育」、「3．
中等教育」、「7．成人教育」、「8．教員養成」、「10．教具・教材」
へ主に言及する。なお、これらの節は、多少の違いはあれど基
本的に、教育開発の現状（学校（教育）の種類、学校数・在学
者数および在学率など数的状況、カリキュラム、ウェステージ、
学校（教育活動）の地理的分布など）、NNEPCおよびARNEC
の提言とその成果、改善提言といった内容から構成されている。
　「2．初等教育」に関して、NNEPCおよびARNECの初等教
育計画は、概して肯定的に評価されている。特に後者について
は、王政復古後10年間の初等教育の数量的拡大が評価されつつ、
教育制度および学校種の統合、サンスクリット語の選択科目化、
NNEPCを継承したカリキュラム導入などが、ネパールの現状
に適した方策であり、これらの継続的実施が提言されている。
他方で、国民学校ですらナショナル・カリキュラムが実践され
ず、従来の暗記中心学習が継続されている現状が指摘され、そ
の要因として、養成された教員の不足や、教員ガイドや教科書
等の教具・教材の不足が挙げられた。そして、教員養成および
研修、教具・教材開発、教育局におけるカリキュラム部門の新
設が、都市農村間の教育格差や、膨大なウェステージへの対応
とともに提言された（Wood & Knall, 1962, pp.28-34）。
　「3．中等教育」においては、NNEPCおよびARNECの中等
教育計画のうち、特に非実践的・非職業的側面が批判されてい
る。たとえば、NNEPCの多目的ハイスクール構想自体は肯定
されながらも、そのカレッジ進学準備教育部門については「贅
沢品」と即時停止が提言され、ARNECの後期中等教育制度構
想もカレッジ進学に傾斜しており修正が求められた。また、本
草稿では、英語の必修科目化についても否定的な見解が示唆さ
れ、特定領域以外における選択科目化が提言された。中等教育
の現状とそれへの提言としては、ナショナル・カリキュラムの
未実践、膨大なウェステージの存在と対応などおおむね初等教
育のそれと類似している（Ibid., pp.39-41）。
　なお、国民教育制度の整備における重要な要件として、教育
の普遍化の段階がある。NNEPCもARNECも初等教育を当該
段階と設定し、およそ1980-1985年における普遍化達成を目標
とした。また、NNEPCおよびARNECは、ネパールの文脈に
鑑みて、ともに初等教育を国民大多数にとっての完成教育およ
び最終教育段階と見なしている。特に前者は、1965年の時点で
初等教育修了者の20％が中等教育へ進むことを提言していた
（Pandey et al., 1956, p.82, p.107）。しかし、Wood & Knall（1962）
の時点において、初等教育在籍者数はおおむね順調に増加する
一方で、中等教育在籍者はその11.6％にとどまっており、初等
教育修了者の「受け皿」が不足していた。そこで、本草稿は、
中等教育における職業教育の強調およびカレッジ進学準備教育
の抑制とともに、初等学校カリキュラムが民衆の基礎的な教育
的ニーズを充足すること、そして、「子どもの大半を、国家の
経済を維持するために必要な農場にとどめておく」ことを提言
したのであった（Wood & Knall, 1962 pp.36-37）。
　さらに、初等教育および中等教育の双方において指摘されて
いる膨大なウェステージについて、Wood & Knall（1962）はそ
れぞれの背景が異なると認識する。すなわち、初等教育におけ
るドロップアウトは主に子どもの家庭内労働への従事を要因と
するが、中等教育におけるそれは最終試験における落第を主因
とするという（Ibid., p.34, pp.42-44）。すなわち、前者につい
ては保護者の啓蒙とともにカリキュラムにおける職業的実践的
価値の強調を、後者について試験制度の改革が提言された。
　「7．成人教育」に関して、ARNECはNNEPCの成人教育構
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想を継承発展させた「社会教育」計画を作成した。両者の明
らかな違いとしては、NNEPCのみが初等教育・成人教育・教
員養成計画が相互に連関したいわば「村落教育制度構想」を
示すことと、ARNECの社会教育計画において障害児者など社
会的弱者への教育保障が明示されていることがある。Wood & 
Knall（1962）では、主に経済開発における成人教育の重要性の
観点から、NNEPCおよびARNECの基本方針、たとえば、成
人識字教育プログラムの振興、農業・家政教育プログラム等の
充実、ラジオ教育の積極的導入、成人識字主事による成人教育
活動の管理調整などが評価され、その現状とさらなる発展が提
言された。しかし、ARNECによる社会教育（成人教育）を通
じた社会的弱者の教育保障についてはほぼ一切言及がない。他
方で、国民教育制度の整備における重要提言として、国王親政
体制を支えるパンチャーヤト制度＊９を成人教育の推進母体と
して活用することがある。これは、NNEPCの村落教育制度と
共通点がありつつも、政治の単位であるパンチャーヤトを地域
の教育開発なり経済開発なりの基盤と見なす点において、国王
親政下の国民教育制度の整備における重要提言といえる。
　「8．教員養成」および「10．教具・教材」について、Wood 
& Knall（1962）は、教員養成数や教具・教材の出版部数など、
主に数量的側面から現状を把握し、その効率的養成ないし出
版・配付への改善を提言している。他方で、特に「10．教具・
教材」について、ARNEC報告書の国民教育制度構想における
最重要点の一つ、すなわち、教授用語や統一教科書に係る方針
に対して＊10、本草稿ではほぼ言及されていない。
　２　 UNESCO ROEA（1966）の調査と提言－教育制度開
発における非効率性の指摘－
　1960年 代 第 二 の 対 ネ パ ー ル 教 育 調 査 団 は、1962年 に 東
京で開催された「アジア地域ユネスコ加盟国教育相会議」
（Meeting of Ministers of Education of Asian Member States 
Participating in The Karachi Plan）の決議を受けて派遣され
た＊11。この決議は、1980年までの、国家の社会的経済的開発
計画と統合された、すべての教育段階および領域を覆う総合的
長期的計画を策定すること、そして、ユネスコと国際連合アジ
ア極東経済委員会（the United Nations Economic Commission 
for Asia and the Far East.　ECAFE）が協同して、各国にお
ける長期教育計画の策定を支援することを内容とする。
　こうした背景を有する本調査団の報告書は、しかし、総合的
な教育計画の文書として作成されていない。その目的は、いく
つかの仮定、予定財源、学齢児童生徒数の推算などを用いて教
育制度の全体像を描くことであり、教育制度の発展に際し相互
に関係する諸要素について示すことである（UNESCO ROEA, 
1966, Ⅱ）。実際、全五章67ページにわたる本報告書の多くは＊12、
教育に係る統計資料なり現状の推算なり将来への試算なりに割
かれている。すなわち、ここで参照すべきは「Ⅱ　教育の現状」
となる。ただし、本章においても、記述の大半は、学校数・学
習者数・学習者と教員の比率、学校に対する政府の補助金など、
数量的な内容が占める。以下では、本研究の目的および前項と
の整合性に鑑み、同章における「初等学校」、「中等学校」、「成
人教育」、「教員養成」に関する記述について、数量的内容を割
愛しつつ概括する。なお、本章において教具・教材に関する単
独項目は設けられていない。
　「初等学校」では、学校の多くが小規模であり、ドロップア
ウト率および原級留置率がきわめて多く、75％の教員が養成を
受けておらず、女性教員が少ないといった現状が述べられてい
る。他方で、学校種別やカリキュラムの実施状況について、本
項目では一切言及されていない（Ibid., pp.10-11）。
　「中等学校」では、特別教室などを備えた学校はほぼ存在せ
ず、学習内容はSLC（School Leaving Certification. 中等教育修
了資格）試験の準備が中心で、カリキュラムにおける実践的な
活動は少なく、専門教育および職業教育科目が存在しないとい
う現状が示された。また、中等学校教員の多くはSLCを、一部
の教員はより高度な資格を有しているが、大部分は教員として
の養成を受けていないと推測されている。他方で、当時16校存
在した多目的ハイスクールは、より充実した施設設備を有して
いたという。また、NNEPCが提言した通り、同校ではアカデ
ミックな科目とともに、農学、工学、家政学などの職業科目・
専門科目も教授されていた。同校の生徒は、ハイスクール修了
後に専門職へ就くことがもともと期待されていたが、近年の変
化により、その多くがSLC試験合格や高等教育進学を志向して
いたという。なお、多目的スクールにかかるコストは他の中
等学校のそれに比べて高く、約7.5倍におよぶ（Ibid., pp.12-13, 
table12）。
　「成人教育」では、当該教育が過度に理論的かつ非実践的で、
専門的実用的活動から離れているという従来通りの状態が報告
されている（Ibid., p.16）。他方で、多くの学校において早朝や
夕方に成人に対する一般教育コースが開設されていたという。
同コースの修行期間は、３か年計画を受けて９か月に延長され
ていたが、不安定な出席状況を踏まえて、週の開講日数の削減
（週６回から週２，３回へ）とともにさらなる修業年限の延長が
提言された（Ibid., p.16）。
　「教員養成」では、現職教員あるいは教員養成学校における
被養成者の質の低さ、カトマンズやタライ地方出身教員による
丘陵地赴任の忌避などの初等学校教員養成における問題点や
（Ibid.）、教員給与の増額や福利厚生の充実等による教職の魅力
増進、教員養成学校における寄宿舎附設といった改革案が示さ
れた。なお、本報告書における特徴として、特に現状における
女性教員の不足と、その迅速な養成を強調している点が挙げら
れる＊13。
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　「Ⅱ　教育の現状」の最後では、本章の内容がまとめられて
いる。上記との若干の重複はあるが、当時のネパールにおける
教育状況を示す記述として以下に列挙する。すなわち、比較的
短期間に急拡大したネパールの教育制度の問題として「非効率
性」がある。たとえば、初等学校を終えた子どもが識字能力を
身につけていない。中等学校修了者が適切な職業的訓練を受け
ていない。また、初等中等学校教員のほとんどは専門的養成を
受けずに教壇に立っている。高等教育における在学者は多いが
職業教育を受ける学生は稀である。近年海外への留学者が増加
しているが、彼らが帰国しているか、また、身につけた専門能
力を国家のために活かせているかは明らかでない。初等学校教
員養成では、養成時におけるドロップアウトだけでなく、養成
を終えた者が教職以外の職に就くという損耗が発生している。
中等学校教員養成では、そもそも学生が少なく養成に係る支出
に見合っていないだけでなく、やはり養成後に教職以外に就く
という事態が起きている。教育行政および視学の専門家が非常
に少ないなどである。必ずしも根拠が示されているわけではな
いが、これらは1960年代のネパールにおける教育制度の課題に
ついての数少ない記録として重要な意味を持つ。
Ⅲ　 経済開発計画における教育領域事業と国民教育制
度整備上の課題
　1960年代のネパールにおける主要な経済開発計画は、王室
クーデターにより期間が短縮された三か年計画（Three Year 
Plan）（1962-1965） と、 第 三 次 五 か 年 計 画（Third　Five 
Year Plan）（1965-1970）である。
　１　三か年計画の教育領域計画における現状把握と具体事業
　三か年計画は、教育領域（NPC, 1963, pp.262-272）の冒頭に
おいて、世界でもっとも低いネパールの識字率に言及しながら、
社会サービスとしてだけでなく、国家の経済開発のために、そ
して、パンチャーヤト体制を敷く国家建設に貢献する人材を育
成すべく、教育開発が積極的に推進されると述べている。また、
教育の具体計画策定に関しては、ARNECの提言を可能な限り
採用したとしつつ、初等教育、中等教育、成人教育、教具・教
材、高等教育、国立古文書館といった項目に沿って、計画期間
内の重点事業を示した。
　実際に、三か年計画における教育領域の方針は、第一次五
か年計画が強調した学校数、在学者数、教員数等の増加より
も、既存施設の合併と体系化による学校教育の質の改善にあり、
ARNECの教育制度改革案の主旨に沿っている。
　すなわち、同領域では、計画の性格上まず数量的目標、たと
えば、初等中等学校や成人教育クラスの設置数、初等中等教員
の養成数、成人教育クラスの修了者数などが示されつつも、既
存の教育制度の課題とその改善策がしばしば断片的に言及され
ている。
　その課題とは、経済開発を阻害する低識字率の向上、専門技
術者や能吏の育成、民衆の人格の陶冶とそれによるパンチャー
ヤトおよび国家の再建といった「国家建設における問題群」か
ら、質改善を伴わない教育の量的拡大、初等教育修了者数と中
等学校増加数の乖離、中等学校修了者の失業可能性、高等教育
における非職業カレッジの急増、適切な教員、施設設備、教具・
教材の不足、教育水準の低下、民衆の一般教育志向および専門・
職業教育忌避傾向など1950年代の教育計画不振の帰結（やその
要因）におよぶ。
　また、改善方策とは、諸学校および成人教育クラス設置にお
ける地域的不均衡の解消や、旧学校体系から専門および職業教
育を重視した新学校体系への移行、成人識字プログラムにおけ
る農業、牧畜、公衆衛生といった実践的知識の包含、国家のニー
ズに応じた既存高等教育施設の廃合、教具・教材開発センター
の即時整備と、教具・教材の即時開発および生産と頒布などで
ある。そして、こうした方策を実現するべく、政府から地方へ
の財政支援の増加や、視学制度の整備も計画された。
　さらに、こうした教育領域の計画は他領域のそれとも連関し
ている。たとえば、養成（training）領域では、ネパールの国
家建設を担う主たる人的資源として、教員養成センター増設に
よる初等学校教員の養成事業の拡大と、新設された教育カレッ
ジによる中等学校教員の養成推進が特に言及されている（Ibid., 
p.144）。特に後者については、生活において実践的かつ有用な
職業教育が教育制度建設の上で大きな役割を果たすと明言され
た上で、多目的ハイスクールにおいて専門的職業的教育を担う
教員の養成施設の設置とその見通しが示された。
　なお、当時のネパールの文脈を反映した教育事業として国立
古文書館の設置がある。同館は、古代から現代に至る同国の文
物の保存を目的とする施設である。この施設の設置は国王親政
体制確立後、ネパールの伝統文化が特に重視されるようになっ
たことに応ずる、当該時期の特徴的な事業といえよう。他方で、
教具・教材項目では、開発、生産、頒布されるべき教具・教材
の国定化が示唆されているが、NNEPCとARNECが強弱はあ
りつつも提案したネパール語の教授用語化には言及されていな
い。
　２　 第三次五か年計画の教育領域計画における現状把握と具
体事業
　第三次五か年計画において、教育領域計画は第22章「教育」
にまとめられている（MPE, 1965, pp.127-132）。本章冒頭で示
される当該領域計画は、三か年計画同様に、教育が国家の社会
的経済的開発とともに、民衆の心身の成長を担う重要事業であ
ることを前提とする。他方で、本計画は、これまでの類似計画
に比べて諸領域と連関した教育開発を強調した点に特徴がある。
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すなわち、教育分野におけるネパールの後進性が示されつつ、
各教育段階や領域計画だけでなく、国家の経済状況や人材ニー
ズ、カラチ・プランなどとも連関した総合的な教育計画の必要
性が強く述べられた。
　こうした前提のもと設定された本計画の目的は、①初等教育
を６歳から11歳の男女の40％へ提供すること、そしてそれに対
応するべく教員養成プログラムを拡大すること、②人材ニーズ
に応じて中等および職業教育を開発すること、③中等教育およ
び高等教育の教授水準を向上させること、④教育施設に必要な
教具・教材を供給すること、⑤将来の教育開発計画策定に資す
るべく教育省の統計および計画事業を改善することの五つであ
る。そして、以上の目的を達成するための具体項目として、初
等教育、中等教育、職業教育、成人教育、教具・教材、高等教
育、カレッジ改善プログラム、中等学校教員の養成、初等学校
教員の養成、トリブヴァン大学が設定された。
　初等教育項目では、王政復古後の初等教育の数量的拡大が肯
定的に示されるとともに、最大の問題点として高いドロップア
ウト率が指摘されている。すなわち、第五学年（最終学年）の
在学者数が第一学年のそれの10％に満たないとされ、その一因
として児童の進級に対応しにくい単教員学校の存在が挙げられ
た。そこで、本項目では、初等学校の新設とともに、既存学校
の教室の増設と、それに対応した教員の新規養成ならびに現職
教員への研修実施が計画された。なお、こうした事業について
無償の義務教育を実施する学校が優先されること、また、学校
運営を適宜自治体へ移行することが述べられている。これらは、
いずれも王政復古後のネパールの経済開発計画において初めて
明示された方針である。
　中等教育項目における現状把握と具体事業は、三か年計画と
大きな差違はない。すなわち、当該段階では初等教育と中等教
育の拡大の不均衡や、教授水準の低さという課題があり、それ
に対して中等学校教員の養成や、学校種別の移行による中等教
育の拡大推進＊14などが計画された。
　職業教育項目は、経済開発計画の教育領域において初めて単
独項目として設定された点が注目できる。本項目では、これま
での中等教育計画における職業教育事業の成果が述べられた後、
既存ハイスクールの多目的ハイスクールへの移行のほか、職業
教育担当教員の研修の開始、寄宿舎の整備、既存ハイスクール
における職業教育の提供などが計画された。
　その他の項目については、現状把握においても具体事業にお
いても基本的に従来の計画を踏襲し発展させた内容となってい
る。すなわち、これらの領域における課題とは、教具・教材の
未開発および供給不足であり、カレッジ配置の地域的不均衡と、
既存施設における教育水準の低さであり、専門的職業的教育の
未整備であり、教員の質的量的不足である。これらの課題に対
しては、トリ－チャンドラカレッジを中核としたカレッジ改善、
教育カレッジやトリブヴァン大学による中等学校教員の養成、
教員養成センターによる初等学校教員の養成、トリブヴァン大
学や既存カレッジにおける専門教育の充実などの事業が計画さ
れた。ただし、教具・教材項目においてネパール語が教授用語
であると暗示されている点、また、初等学校教員養成に関して、
初等学校における教授方法およびカリキュラムの統一性が強調
されている点からは、パンチャーヤト制に沿った教育制度の構
築がこの時期に進捗しつつあったことが推察される。　
おわりに
　以上のように、二つのユネスコ調査団報告書、二つの経済開
発計画における教育領域計画について、教育を通じた国民形成
や教育の普遍化に留意しつつ読み解いてきた。
　教育を通じた国民形成について、まず、ユネスコ調査団の任
務や計画の位置づけから、同調査団報告書において、教育によっ
て形成されるべき「国民」とは、NNEPCやARNEC報告書に
おける国民概念に照らせば、「職業人」「労働者」ということに
なる（＊４，５，６参照のこと）。他方で、民主主義国家を担う
市民や、多様な能力を有する個人といった「国民」については、
当該文書においてほぼ言及されていない。
　他方で、三か年計画ならびに第三次五か年計画の教育領域に
おいても、教育を通じた民衆の人格の陶冶や、パンチャーヤト
および国家の再建などへ言及されつつ、基本的には国家の社会
的経済的開発に資する人材育成が計画の主目的に据えられてい
る。すなわち、これら四文書において、教育を通じた国民形成
に関する教育制度上の最大の課題は、専門的職業的教育の未整
備ということになる。
　他方で、国外機関であるユネスコ調査団の報告書はともか
く、国家の経済開発計画文書の教育領域において、「国家、国
王、パンチャーヤト体制への忠誠心の涵養」といった目的が強
調されないことは、1960年代が王室クーデターとともに幕を開
け、また、同年代の主要教育計画であるARNEC報告書が陰に
陽にネパール文化の尊重などを提言した事実と必ずしも照応し
ない。すなわち、クーデター後に制定され、ネパールのナショ
ナル・アイデンティティをより強調した1962年憲法の下で、「公
式の」「ネパール文化」が醸成され、それらを身につけた「ネパー
ル国民」形成の担い手として国民教育制度が再構成されていっ
たという言説があるが（中村、2013, p.83）、やはり具体の資料
に基づく検証が必要である。
　教育の普遍化について、初等教育のそれは、上記の四文書が
いずれもおよそ1980-1985年における実現を構想しており、ま
た、各教育計画が学校設置数などで成果を残していることから、
初等教育の数量的拡大そのものは国民教育制度整備上の主課題
とは位置づけられていない。むしろ、三か年計画が初等学校増
加の抑制を示唆するなど、初等教育の普遍化の進捗は、中等教
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育の数量的拡大という課題を生み出したことになる。また、こ
うした状況が、施設設備の整備や教職員の確保の困難を生み、
中等教育施設の多目的ハイスクール化の遅延や、中等教育の水
準低下を招いたと考えられる。
　なお、国民形成や教育の普遍化とは直接連関しないが、上記
のうち複数の文書で言及されていた国民教育制度整備上の課題、
たとえば、教員や教具・教材の質的量的不足、高いドロップア
ウト率などは、やはり今後特に注意して追究していく必要がある。
　ともあれ、1960年代初頭の政治的変動にも係わらず、ネパー
ルの教育は、数量的には「明確な目標がないままに」急速な拡
大を続けていく。その一方で、本研究で触れた報告書や経済開
発計画においてしばしば指摘されてきた課題、すなわち、教育
水準の低下、職業教育の軽視、膨大なドロップアウト、中等お
よび高等教育修了者の失業、教員の質的量的不足、教具・教材
の質的量的不足などの問題は全く解決されず、むしろ深刻化し
た。1971年のNESPによる教育制度の刷新＊15は、こうした背景
故である。
　冒頭で述べた通り、こうしたNESPによる教育制度の刷新は、
王国時代のネパールの教育における最大変革である。本研究も
含めて、先行成果の蓄積という研究上の条件整備は整いつつあ
る。機会をあらためて、1970年代のネパール国民教育制度史を
解明していく。
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＊１　 現在のネパールの国号は「ネパール連邦民主共和国」（Federal 
Democratic Republic of Nepal. 2008年５月より）である。本研究は、
「王国」時代のネパールについて追究する。
＊２　 2011年のセンサスによれば、ネパールには123の言語と、125のカー
スト・エスニック・グループ、10の登録宗教が存在する。
＊３　 「国民教育制度」の語義は、当該制度が置かれた歴史的、社会的、地
域的文脈等によってかなり振幅がある。本研究では、王政復古後の
ネパールの文脈に鑑みて、「国民教育制度」を、「国家が強く関与する、
国家的規模の、国民すべてを対象とした、国民の形成を主たる目的
とする、意図的、総合的、計画的な教育の組織」とひとまず広く捉
えておく（中村、2007, pp.37-38）。
＊４　 本文の通り、NNEPC報告書では必ずしもその国民像が明示されて
いない。ただし、同報告書を精読すれば、第一に、国政へ適切に参
加する能力を有する市民、第二に、健康で文化的な生活を営み得る
能力を保持する個人、第三に、自らと家族の生計を立てるに足る知
識や技能を有する職業人という三つの国民像を看取できる（中村、
2012， p.15）。
＊５　 この15習性は、①清潔な生活、②協同の精神、③法、政府の指示、
社会習慣の尊重、④教員や親など年長者の尊重、⑤神、国家および
国王への充分な敬意、⑥感謝の精神、他者からの支援の記憶、⑦他
者から有用なものを学ぶこと、⑧他宗教への寛容、⑨互助の精神、
⑩社会に有用な知識を得る継続的努力、⑪欲心の抑制、⑫飲酒の禁止、
⑬精神、思考、行為における理想追求、⑭毎日の運動、⑮義務履行
などへの集中が例示されている（MoE, 1961, pp.9-10）。
＊６　 第一に、国家にとって能力があり有用な市民の育成、第二に、経済
生産、輸送、農業、工業、軍事などの分野に貢献し得る労働者の育成、
第三に、国家の財産となるような優れた資質を持つ生徒の育成が挙
げられている（MoE, 1961, p.17）。
＊７　 本草稿は、「Ⅰ　導入」、「Ⅱ　経済状況」、「Ⅲ　教育開発とその評価」、
「Ⅳ　教育の経済的側面」、「Ⅴ　ネパールの国家計画」、「Ⅵ　ネパー
ルにおける総合的教育計画」という六章から構成される。章題から
明らかなように、ⅡとⅤはネパールの経済状況なり経済開発を内容
としており、必ずしも教育開発と関わらない。Ⅳも教育財政なり教
育の経済的効果性などを論ずる章であり、本調査団が招聘された理
由には沿っているが、Ⅲと整合性を持たない。
＊８　 「Ⅲ　教育開発とその評価」は、1.歴史的背景、2.初等教育、3.中等教
育、4.高等教育、5.留学、6.専門技術教育、7.成人教育、8.教員養成、9.教
育行政および視学、10.教具・教材、11.教育計画・研究・統計、12.要
約から構成される。
＊９　 国家、県、郡、市町・村落それぞれに一種の議会である当該パンチャー
ヤトを置く統治制度である。
＊10　 ARNECは、地域による他言語での教授も許容しつつ、原則としてす
べての初等中等学校におけるすべての科目の教授用語がネパール語
であると明言している。また教科書については、その執筆者および
出版者が、可能な限りネパール人であること、また、王国全体にお
いて、すべての科目の教科書を統一することを提言している（MoE, 
1961, p.17）。
＊11　この会議には、アジア18か国の教育相や経済企画担当相らが参加した。
＊12　 本報告書は、「Ⅰ　国家およびその経済の概要」、「Ⅱ　教育の現状」、
「Ⅲ　将来の財源予測」、「Ⅳ　長期計画」、「Ⅴ　ネパールの教育開発
における優先事項」という五章から構成される。
＊13　 本調査団の報告によれば、調査を受けた3,994校の初等中等学校教員
10,730人のうち、女性教員は494人である（UNESCO ROEA, 1966, 
table ６）。
＊14　 具体的には、通常第一～第五学年から構成される初等学校を、第一
～第十学年を備えたハイスクールに昇格させることなどである。
＊15　 従来の5-3-2型学校制度は、識字教育および職業教育を重視した
3-4-3型制度に刷新された。また、高等教育では、トリブヴァン大学
が私立を含むすべての高等教育・研究機関を直接監督運営する機関
として再編された。
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